
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、令和４年４月１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[　　　実施　　　未実施　　　]

②その他の見直し内容

[　　　実施　　　未実施　　　]

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差
による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数である。

類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

5,620

千円

1,556,792

区　　分

令　 和
３年度

277

千円

職員手当

令　 和
３年度

人

　　　　　　Ａ

千円千円

（注）１　

（注）２　

1人当たり給与費　　　　　計　　　　Ｂ　期末・勤勉手当 　給与費　Ｂ／Ａ　　

職員数

給　 料

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均１．９％引き下げ。
　　　　激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

（見直し時期）平成２７年４月１日
（内容）単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

　　　　　　　　　　　千円

人　

26,562 12.3

(参考）類似団体平均一人当たり

2,676,672457,079

　　　　　千円 　　　　　　％

21,728,977

1,006,382

国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとさ
れている。

　　　　　　　　千円

379,886170,524

【概要】

5,760

歳出額　

Ａ

人件費

Ｂ／Ａ

実質収支 人件費率 （参考）

（令和３年度末）

住民基本台帳人口

　　　　　千円

給与費

　　　　　　％ 　　　　　　　千円

12.3

区　　分

有田市の給与・定員管理等について

令和２年度の人件費率Ｂ
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

円 円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

1

2

3

4

　　　　③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　④福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑤消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑥看護保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

１

２

327,216

「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

41.3 313,209

358,479

有田市

37.7

平均年齢 平均給料月額

319,817

類似団体

区分 平均年齢

－

国

有田市

44.0 338,582

類似団体

47.7

38.4 278,486

国

41.4

区分

参　　　　考

58.5歳

286,570

平均給与月額

（C） （D）

353,566

299,129

-

296,671

327,932

－

A/B

317,620

平均給料月額

－

345,390

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（令和元年～令和3年の3ヶ年平均）

1.17

--
調理員 43.7歳

-
262,200

区分

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤
勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

327,300

360,060

330,751308,762 -

335,056

　　　　　　区　　分
平均年齢

平均給与月額

平均給与月額

国

42.3

37.1

43.0和歌山県

42.6

有田市 42.6

区分

3,146,747,167

公務員 民間

（国比較ベース）
平均年齢

291,450

参　考公　　務　　員

323,711 405,049

0.00

25人

平均給与月額

-

313,193

平均給料月額

-

327,333

-
―
334,390 -

- -
311,284

328,416

294,1754人

51.3歳

2,114

321,819

有田市の技能労務職は給食調理員兼用務員のみである。

有田市

区　　　分

C/D

区分 平均年齢

320,172

平均給与月額

平均給料月額
平均給与月額

（A)

365,968

平均給与月額

311,062

国 42.7

308,167

321,823

平均給料月額

有田市

414,391

―

対応する民間
の類似職種

362,254

職員数
平均給与月額

（B）（国比較ベース）
平均年齢

402,207

-
-

323,886

平均給与月額

356,692

395,191

平均給与月額

292,836

354,685

－－

－

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地
方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース
（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

302,185

平均給料月額

352,736

373,437

類似団体

429,738

（国比較ベース）

278,544

58.6歳

年収ベース（試算値）の比較

306,576有田市

類似団体 41.8

303,350

10人

民　　間

有田市

和歌山県

国

類似団体

51.1歳

4,778,900

42.3

国

類似団体

平均年齢

388,577

（注）

（国比較ベース）

311,286

37.8

平均給与月額
（国比較ベース）

平均給与月額

（国比較ベース）

（注）

290,089

平均給与月額

302,916

2



(2) 職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）

（注）１　有田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

国

円

27

円

円

次長
参事 1

１号給の給料月額

195,500

円

350,000

円

－

16.3

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

146,100

職員数標準的な職務内容

－

27

　　　　　　　　人

－

　　　　　　　　人

円

係長
主査

21.1

289,700

304,200

264,200

－

　　　　　　　　％

16.3

357,383

42

231,500

　　　　　　　　人 円

－

188,700

課長
主幹

５　　級

３　　級

一般行政職

高　校　卒

高　校　卒

６　　級

７　　級 部長
7 4.2

　　　　　　　　％

－

経験年数１０年

260,080

207,150

円

－

25.3

構成比

主事
技師

中　学　卒

中　学　卒

150,600

－
高　校　卒

区　　　         分

大　学　卒

技能労務職

円

技能労務職

410,200

362,900 444,900

円 円

319,200

152,700

経験年数２０年

４　　級

１　　級

－

一般行政職 大　学　卒

154,600高　校　卒

区　　　分

278,500

　　　　　　　　人

35

322,700

　　　　　　　　人

0.6

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

円

円

185,200

154,900

－

経験年数３０年

最高号給の給料月額

－

区　　分

　　　　　　　　人

主任

２　　級

385,975

247,600

371,971

和歌山県

経験年数２５年

338,675

182,200

393,000

381,000

副主任

150,600

有田市

－

　　　　　　　　％

16.327

円

１級

16.3%
１級

14.9%

１級

20.1%

２級

16.3%
２級

16.7%

２級

8.7%

３級

21.1%
３級

20.8% ３級

22.8%

４級

25.3%
４級

25.6%

４級

30.2%

５級

16.3%
５級

16.7%

５級

15.4%

６級

0.6%

６級

0.6%

６級

0.0%

７級

4.2%
７級

4.8%

７級

2.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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　 (2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和４年４月１日現在）

(2) 昇給への人事評価の活用状況

イ 人事評価を活用している

ロ

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

上位、標準、下位の区分 ○

　活用している昇給区分
昇給可能な

区分

○

昇給実績がある
区分

昇給可能な
区分

○

人事評価を活用していない

令和３年４月２日から令和４年４月１日
までにおける運用

一般職員

昇給実績がある
区分

○

管理職員

昇 給
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　５～１５％ 役職加算　５～２０％   管理職加算　１０～２０％ 役職加算　５～２０％   管理職加算　１０～２５％ 

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○　勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

イ 人事評価を活用している

ロ

(2) 退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　自己都合　　　　　　応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　　自己都合　　　　      応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　なし　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額である。 

(3) 地域手当（令和４年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

和歌山市 6 1 6

20

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

（0.9）

1.90

1,407

19.6695

人事評価を活用していない

○

国

千円

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

1308

436,000

管理職員

○

令和３年度中における運用

（令和３年度支給割合）

0.90.9

国

1,576

和 歌 山 県

33.270750

39.7575

千円

有 田 市

　円

支給可能な
成績率

支給可能な
成績率

一般職員

支給実績がある
成績率

（1.45）

支給実績（令和３年度決算）

　活用している成績率

○

○上位、標準の成績率

47.70900

3,373

上位、標準、下位の成績率

（1.35）

支給実績がある
成績率

47.70900

19.6695

47.7090047.7090

標準の成績率のみ（一律）

支給対象地域

39.7575

28.0395

24.586875

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

24.586875

47.7090

21,596

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

28.0395 33.270750

東京都特別区 20 2

47.7090

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

標準、下位の成績率

2.40 2.551.902.40

（1.35）

1.90

千円
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 (4) 特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

全職種
新型コロナウイルス感染症のまん
延の防止のための消毒作業等緊
急に行われた措置に係る作業

3,273 日額３，０００円

全職種
新型コロナウイルス感染症の患
者又はその疑いのある者の身体
に接触して行う作業

10,028 日額４，０００円

支給実績（令和２年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

滞納整理手当

15

防疫上患者の収容、消毒、その
他感染症に感染の危険がある場
所での勤務

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

58,469

保育士手当

機関員手当

救急業務手当 1,152

0

深夜の消防署での受付及び通信業務

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価支給実績（令和３年度）

地籍調査業務

一般行政職

普通車両の運転

0

救急救命士の資格を有する者の
救急業務

260

防災航空隊での勤務

市税、国民健康保険税の滞納整
理業務

32,136

7,070支給実績（令和３年度決算）

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

日額３００円

日額３００円

一般行政職

全職種

360

1,091

418

78.6

生活保護世帯訪問調査

主な支給対象職員

全職種地籍調査手当

0

非常出動時の河川等での潜水
作業

288

防災航空隊勤務手当

特殊車両の運転

81

消防職

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度）

訪問調査指導手当

危険手当

月額１，５００円

１日４００円

月額２，０００円

１回４００円

消防職

全職種

一般行政職

廃棄物処理、運搬

技能労務職

医師
看護保健職

54

保育士

0

0

360

手当の名称

291

月額３０，０００円

５時間以上

支給実績（令和３年度決算） 66,334

消防職

日額５００円

月額７，５００円

日額５００円

１日７００円

月額８，０００円

夜間特殊勤務手当 消防職
２時間未満

一般行政職
技能労務職

　災害の発生した現場若しくは発
生するおそれのある現場での作
業及び巡回監視

　気象警報発令下における災害
の発生に備えての警戒及び広
報、通報受信並びに各施設の安
全確保

産業医及び衛生管理者

浄化槽の管理

相談１件５００円

日額５００円

日額３００円

83

2

出動1回１，０００円

月額３，０００円

0

1,302

１日５００円

0

２時間以上５時間未満

し尿の運搬

消防職

保育所での勤務

6



(6) その他の手当（令和４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

単身赴任をしている者について、３０，０００円。
但し交通距離の区分に応じ、
100ｋｍ以上300ｋｍ未満　8,000円
300ｋｍ以上500ｋｍ未満　16,000円
500ｋｍ以上700ｋｍ未満　24,000円
700ｋｍ以上900ｋｍ未満　32,000円
900ｋｍ以上1,100ｋｍ未満　40,000円
1,100ｋｍ以上1,300ｋｍ未満　46,000円
1,300ｋｍ以上1,500ｋｍ未満　52,000円
1,500ｋｍ以上2,000ｋｍ未満　58,000円
2,000ｋｍ以上2,500ｋｍ未満　64,000円
2,500ｋｍ以上　70,000円
を加算

休日勤務手当
休日に勤務した者で１時間あたり給与額に１３５／１
００を乗じた額

宿日直手当

107,125

宿日直した者について、１日６，３００円、半日３，１５
０円

同じ

借家の場合（家賃が１６，０００円を超える場合に限
る。）家賃の額に応じて２8，０００円を限度として支
給。

管理または監督の地位にある職員に対して、役職
に応じて給料月額の100分の12を超えない範囲で
定額を支給

同じ

同じ

国の制度
との異同

正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５
時までの間に勤務する職員に、勤務１時間につき１
時間当たりの給与額の２５／１００

手　当　名

住居手当

同じ

同じ

同じ夜勤手当

交通機関使用者
全額支給限度額　５５，０００円
最高支給限度額　５５，０００円

交通用具使用者
片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満　　　　２，０００円
片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　　　４，２００円
片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満　　７，１００円
片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満　１０，０００円
片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満　１２，９００円
片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満　１５，８００円
片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満　１８，７００円
片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満　２１，６００円
片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満　２４，４００円
片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満　２６，２００円
片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満　２８，０００円
片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満　２９，８００円
片道６０ｋｍ以上　３１，６００円

通勤手当

管理職手当

内容及び支給単価

配偶者　　　　　　　 ６，５００円
子１人につき　　　１０，０００円
父母等１人につき　６，５００円
満１６歳から満２２歳までの子　　５，０００円加算

単身赴任手当

円

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和３年度決算）

支給実績

（令和３年度決算）

49,193

11,856

11,216

378,020

416,742

816

12,919

国の制度と
異なる内容

同じ

0

408,000

扶養手当

18,901

千円

同じ

3,428

0

31,046 265,350

247,000
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５　特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

役職加算

役職加算

　（支給時期）

８１０，０００円×在職月数×０．４５ 円 　　任期毎

６８０，０００円×在職月数×０．２８ 円 　　任期毎

（注）　

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

議　会

総　務

税　務

農　水

商　工

土　木

民　生

衛　生

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数　80人           

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数　107人           

＜参考＞ 人口１万人当たり職員数　181人

           

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　　　３　教育長を含みます。

報
酬

議 員

期
末
手
当

市 長

500,000

[       623        ］ [     ０     ］

810,000

21

197

480

（参考）類似団体における最高／最低額

563,300

472

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

副 市 長

議 長

議 長

副 議 長

9,139,200

17,496,000

対前年
増減数

264,000

　４．２月分　　×　　(　　　給料月額　　　＋　　　給料月額　　　×　　　１５％　)

退
職
手
当

24

17

人事異動による増

6

6

08

0

機構改革による増

人事異動による増

47

84

931,000

505,000

571,000

小　計

8

14

0

人事異動による増

12

82

0

277

教育部門

公
営
企
業
等

　
　
　
会
計
部
門

その他

水　道

小　計

下水道

167

消防部門 47

283

12

0

機構改革による増

0

（類似団体の人口１万人当たり職員数　76人）

普
通
会
計
部
門

0

8

20

195

0

3

1

2

1

[       623        ］

8

775,000

　　（３年度支給割合）

420,000

14

20

450,000

合　　計

病　院

給 料 月 額 等

450,000

53

　　（３年度支給割合）

168

区 分

給
料

680,000

議 員

20

（算定方式）

退職手当の「1期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月)勤めた場合における退職手当の見込み額である。

8

市 長

副 市 長

令和３年

0

主 な 増 減 理 由

（１期の手当額）

0

304,000

一
般
行
政
部
門

　４．２月分　　×　　(　　　報酬月額　　　＋　　　報酬月額　　　×　　　１５％　)

212

職 員 数

2

24

3

54 1

0

（類似団体の人口１万人当たり職員数　99人）

14

250,000

市 長
副 市 長

副 議 長

420,000

206

3

　計

令和４年

8



(2) 年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移

（単位：人･％）

51歳

24歳

普通会計計

～

過去５年間
の増減数（率）

480

17

人 人

197

～

39歳

～

47

公営企業等会計計

総合計 459

教育

259

消防

59歳35歳

48歳

～

人

191

平成
30年

55歳

46 4748

200

27歳

42

32歳

471

一般行政職

23

31歳

　　　　　年度部
門別

51

令和
２年

197

470

令和
４年

1

47 88

24

～

28歳 52歳40歳 44歳

(12%)

4935

194

人

134

189

43歳

人

38

人

23歳

人

平成
29年

人

20歳 20歳

人

～

計

未満

区　分

24263

47歳

職員数

～～

36歳

(0%)

人

56歳

39

人

～

48057

人人

60歳

以上

～

462

195

277

472

204

23

24

0

24

208

23

266 265

196

24 (4%)

(-2%)

令和
３年

-3

283

206

(5%)

(9%)

212

47

21

48

令和
元年

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20
構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

　(1)　病院事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

区　　分

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、令和３年3月31日現在の人数である。
      ３　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含まない。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和3年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　５～１５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は令和３年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

千円

　円

　％職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度）

１人当たり平均支給額（令和3年度）

2.40

看護師 －－

類似団体平均

－

4,345

支給実績（令和３年度決算）

85.7

150,885

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３元年度決算） 739,632

千円　

市立病院

千円　

看護師

43.6

総費用に占める職員給与費

人　

50.4

職員給与費比率

千円　 千円　

227,260

千円　

1,241,946 5,218

Ａ  

千円　

実質収支

看護師

医師

1,275

1.35

16,575

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市 類似団体平均

47.709

　給与費　Ｂ／Ａ　　期末・勤勉手当給　 料

544,929 1,459,192
令和3年度

Ｂ　

職員手当 1人当たり給与費

　　　　　　Ｂ／Ａ

％　　

　　　　　計　　　　　Ｂ

(参考）類似団体平均

55.5

占める職員給与費比率

千円　千円　 ％　

（参考）

　　　　　　Ａ

給与費

284,204

2,897,961

47.70900

－医師

（0.9）

区　　分 職員数

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

19.670

医師

41.8

平　均　年　齢

1.90

事業者

－

28.040

39.758

33.27075

令　 和
3年度

43.2

－

7,257

基本給

348,670 486,829

1,335,868

－
－

区　　　　　分

事務職

562,230

447,140

平均月収額

1,406,363

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

－

事務職 45.8

40.9

事務職

１人当たり平均支給額（令和３年度）

479,885

4,619

302,466

507,035

319,676

47.70900

手当の種類（手当数）

類似団体平均

500,517

43.8

20

1,414

総費用 純損益又は

238

千円　

730,482

24.58688

295,726

一人当たり

令和２年度の総費用に
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

４時間未満である場合 0 １回　２，９００円

年末年始勤務手当 全職種
１２月２９日から翌年１月３日まで
の間に勤務を命ぜられた職員

1,481 １勤務　４，５００円

勤務体制調整手当 看護保健職
看護基準を満たすため、変則勤
務を命ぜられた職員

0 １回　５００円

夜間看護手当 看護保健職

認定看護師 520

正規の勤務時間の勤務で、深夜
における看護等の業務

４時間以上である場合 0 １回　３，３００円

看護師資格手当

専門看護師
日本看護協会の認定を受けた看
護師

0 月額　２０，０００円

その勤務時間が深夜の全部を含
む勤務である場合

25,222 １回　６，８００円

月額　１０，０００円

管理職特別勤務手当

医師職 シフト上等、時間外において救急
医療・救急医療のため勤務を命
ぜられた管理職員

6,752 千円

１時間　４，０００円

医療技術職・看護保健職 １時間　２，０００円

分娩手当

医師職

分娩業務に従事したとき 0 千円

１回　２０，０００円

助産師 １回　５，０００円

医師職
自分の担当する診療科の手術を
行った場合

5,845 １回　５，０００円

他科手術手当 医師職
自分の担当する診療科以外の手
術を行った場合

0 １回　２０，０００円

3,048 １件　２，０００円

１件　３，０００円

医療技術職・看護保健職

通常勤務時間外、救急患者受入
を命ぜられた職員（ただし、救
急・患者急変等で緊急呼出を命
ぜられた職員は除く）

298 1件　２，０００円

オンコール待機手当

医師職
時間外において救急医療・緊急
医療のため待機をした職員

1,098 １回　２，５００円

救急診療手当

医師職

平日午前11時30分から午後5時
15分までに救急患者の受付を行
い、救急患者を受け入れた職員
及び通常勤務時間外、救急患者
受入を命ぜられた職員（ただし、
救急・患者急変等で緊急呼出を
命ぜられた職員は除く）

5,568 １件　３，０００円

救急自動車で搬送された患者を
受入れた場合に支給または、加
算する

722 １件　２，０００円

受入救急患者が入院した場合、
１件につき３，０００円を加算する

1,921

医療技術職・看護保健職 2,154 １回　２，０００円

医師インセンティブ手当 医師職 診療 47,659 月額　給料月額の５０／１００

研究手当 医師職 診療 34,475
月額１５５，０００円～

　　　　　月額２１５，０００円

医療技術職・看護保健職 2,374
平日１回　１，５００円
休日１回　２，０００円

入院患者受持手当 医師職
入院患者を受け持っている件数
に応じて支給

感染危険手当 全職種
感染症患者の治療、看護、その
他感染の危険がある場所で勤務
することを命ぜられた職員

日額　３，０００円
日額　４，０００円

日額　１００円

救急車同乗手当

医師職
患者搬送のため、救急自動車へ
同乗した職員

70 １回　２，０００円

看護保健職 29 １回　１，０００円

緊急呼出手当

医師職

11,309

医師職・看護保健職 相談１件 0 １回　５００円

月額　３，０００円

看護保健職
看護保健職等

放射線室での勤務を命ぜられた
職員

64

産業医及び
衛生管理者手当

放射線取扱手当

放射線技師
放射線室への配属を命ぜられた
職員

117

救急・患者急変等で緊急呼出を
命ぜられた職員

140 １回　１０，０００円

自科手術手当

左記職員に対する支給単価主な支給対象職員 主な支給対象業務手当の名称 支給実績（令和3年度）
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千円

千円

千円

千円

千円

千円

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（令和４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

0 １回　２０，０００円

医師職
医師が院外へ訪問し、在宅医療
業務に従事したとき

8 日額　１，０００円

0 １回　５，０００円
災害時派遣手当
【ＤＭＡＴ隊員】

医師職

災害現場への派遣を命ぜられた
職員
なお、ＤＭＡＴ隊員においては、
１００分の２００を乗じて得た額と
する

0 １回　１０，０００円

医療技術職

事務職 0 １回　１０，０００円

看護保健職

在宅医療手当

医療技術職
（理学・作業療法士）

理学療法士及び作業療法士が
院外へ訪問し、機能訓練業務に
従事したとき

11 日額　３００円

14,019 399,629
宿日直した者について、１日６，３００円、半日３，１５
０円

同じ

夜勤手当

手　当　名 （令和３年度決算）

同じ

123

平均支給年額

11,012

支給職員１人当たり

円

管理職手当

142,403

内容及び支給単価

同じ

管理または監督の地位にある職員に対して、役職
に応じて給料月額の100分の12を超えない範囲で
定額を支給

同じ 13,660

支給実績（令和２年度決算）

正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５
時までの間に勤務する職員に、勤務１時間につき１
時間当たりの給与額の２５／１００

292,765

（令和３年度決算）

宿日直手当

471,034

67,700千円通勤手当

交通機関使用者
全額支給限度額　５５，０００円
最高支給限度額　５５，０００円

同じ 11,616

8,660

扶養手当

配偶者　　　　　　　 ６，５００円
子１人につき　　　１０，０００円
父母等１人につき　６，５００円
満１６歳から満２２歳までの子　　５，０００円加算

同じ

27,054支給実績（令和３年度決算）

一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

259,80413,250

32,870

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

支給実績

住居手当
借家の場合（家賃が１６，０００円を超える場合に限
る。）家賃の額に応じて２8，０００円を限度として支
給。

149

交通用具使用者
片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満　　　　２，０００円
片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　　　４，２００円
片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満　　７，１００円
片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満　１０，０００円
片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満　１２，９００円
片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満　１５，８００円
片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満　１８，７００円
片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満　２１，６００円
片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満　２４，４００円
片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満　２６，２００円
片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満　２８，０００円
片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満　２９，８００円
片道６０ｋｍ以上　３１，６００円
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千円 円

千円 円

同じ

単身赴任をしている者について、３０，０００円。
但し交通距離の区分に応じ、
100ｋｍ以上300ｋｍ未満　8,000円
300ｋｍ以上500ｋｍ未満　16,000円
500ｋｍ以上700ｋｍ未満　24,000円
700ｋｍ以上900ｋｍ未満　32,000円
900ｋｍ以上1,100ｋｍ未満　40,000円
1,100ｋｍ以上1,300ｋｍ未満　46,000円
1,300ｋｍ以上1,500ｋｍ未満　52,000円
1,500ｋｍ以上2,000ｋｍ未満　58,000円
2,000ｋｍ以上2,500ｋｍ未満　64,000円
2,500ｋｍ以上　70,000円
を加算

648,000648単身赴任手当

新型コロナウイ
ルス感染症に
係る慰労手当

有田市立病院に勤務する者で、勤務時間が週
38.75時間以上の者には 200,000円を、週38.75時
間未満の者には 100,000円を支給。

異なる
有田市立病院
に勤務する者に
支給する

33,400 170,408
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 (2)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

     ア　決算

区　　分

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、令和４年3月31日現在の人数である。
      ３　資本勘定支弁職員に係る職員給与費を含まない。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

役職加算　５～１５％

（注）　　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和４年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　）なし ）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

162

手当の種類（手当数）

（参考）

22,391

千円　 ％　　　　

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

0 0

47.7090

0

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

33.270750

181

9.9

占める職員給与費比率

％　

令和元年度の総費用に

（0.9）

区　　　　　分

水 道 事 務 所

　　　　　　　　　　　千円

給与費

2.40

職員数

40,356

千円　

区　　分

純損益又は実

令和３年度

職員給与費

　　　　　　Ｂ／Ａ

6,028

28.0395

39.7575

(参考）類似団体平均

　給与費　Ｂ／Ａ　　 1人当たり給与費

　　　　　　　　千円

総費用に占める

14.4

-

542支給実績（令和２年度決算）

-

47.70900

　類似団体平均

総費用

53,527

一人当たり

職員給与費比率

職員手当 　　　　　計　　　　　Ｂ

40,356

　　　　千円

Ａ  

令　 和
３年度

　　　　　　Ａ

人

6

409,392

質収支

期末・勤勉手当

千円

1,720

千円

10,300

千円 千円

給　 料

支給実績（令和３年度決算）

6,726

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

1,457

１人当たり平均支給額（令和３年度）

45.5

支給実績（令和３年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算）

3,731

平均月収額

391,225

19.6695 24.586875

1.90

541,270

１人当たり平均支給額（令和３年度）

48.0

335,492

47.7090

501,390

-
職員全体に占める手当支給職員の割合（令和３年度）

類似団体平均

定年前早期退職特例加算（２～４５％）

有　　　　　　　　　　　田　　　　　　　　　　　市

1,137

類 似 団 体 平 均

平　均　年　齢

1.35

基本給

26,325

Ｂ　

14



オ　その他の手当（令和４年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円管理職手当
管理または監督の地位にある職員に対して、役職
に応じて給料月額の100分の12を超えない範囲で
定額を支給

同じ 960 480,000

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額（令和３年度決算）
一般行政職の
制度との異同

一般行政職の
制度と異なる

内容

支給実績 支給職員１人当たり

（令和３年度決算）

286,000

住居手当
借家の場合（家賃が１６，０００円を超える場合に限
る。）家賃の額に応じて２8，０００円を限度として支
給。

同じ 222 222,000

扶養手当

配偶者　　　　　　　 ６，５００円
子１人につき　　　１０，０００円
父母等１人につき　６，５００円
満１６歳から満２２歳までの子　　５，０００円加算

同じ 858

同じ 234 千円 46,800

交通用具使用者
片道２ｋｍ以上５ｋｍ未満　　　　２，０００円
片道５ｋｍ以上１０ｋｍ未満　　　４，２００円
片道１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満　　７，１００円
片道１５ｋｍ以上２０ｋｍ未満　１０，０００円
片道２０ｋｍ以上２５ｋｍ未満　１２，９００円
片道２５ｋｍ以上３０ｋｍ未満　１５，８００円
片道３０ｋｍ以上３５ｋｍ未満　１８，７００円
片道３５ｋｍ以上４０ｋｍ未満　２１，６００円
片道４０ｋｍ以上４５ｋｍ未満　２４，４００円
片道４５ｋｍ以上５０ｋｍ未満　２６，２００円
片道５０ｋｍ以上５５ｋｍ未満　２８，０００円
片道５５ｋｍ以上６０ｋｍ未満　２９，８００円
片道６０ｋｍ以上　３１，６００円

通勤手当

交通機関使用者
全額支給限度額　５５，０００円
最高支給限度額　５５，０００円

円
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